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3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH

20日・春分の日 国　税／�令和6年分所得税の確定申
告� 2月16日〜3月17日

国　税／�個人の青色申告の承認申請
� 3月17日

国　税／�贈与税の申告�
� 2月1日〜3月17日

国　税／�2月分源泉所得税の納付�
� 3月10日

国　税／�個人事業者の令和6年分消
費税等の確定申告� 3月31日

国　税／�1月決算法人の確定申告�
（法人税・消費税等）�3月31日

国　税／�7月決算法人の中間申告�
� 3月31日

国　税／�4月、7月、10月決算法人の消
費税等の中間申告�
（年3回の場合）� 3月31日

地方税／�個人の都道府県民税、市区
町村民税、事業税（事業所
税）の申告� 3月17日

　国税庁は今年1月から、書面で提出された申告書等の控えへの、
収受日付印の押なつを行わないこととしました。控えの収受日付
印以外で、申告書等の提出事実や提出年月日を確認する方法とし
ては、申告書等情報取得サービスや納税証明書の交付請求などに
より確認することができます。

収受日付印の押なつ廃止



3 月号─2

　

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
（
以
下

「
消
費
税
等
」）
は
、
法
人
・
個
人
事

業
者
問
わ
ず
、
国
内
で
行
っ
た
「
事

業
と
し
て
対
価
を
得
て
行
わ
れ
る
資

産
の
譲
渡
及
び
貸
付
け
並
び
に
役
務

提
供
」
に
対
し
て
、
免
税
又
は
非
課

税
と
さ
れ
る
も
の
を
除
き
課
税
さ
れ

る
税
金
で
す
。

　

課
税
対
象
と
な
る
取
引
は
幅
広

く
、
取
引
価
額
の
決
定
や
見
込
み
利

益
額
の
算
出
に
当
た
っ
て
、
消
費
税

等
の
額
の
正
確
な
算
定
は
欠
か
す
こ

と
の
で
き
な
い
重
要
な
要
素
で
す
。

そ
し
て
、
消
費
税
等
の
処
理
に
当

た
っ
て
は
、
課
税
事
業
者
・
免
税
事

業
者
の
選
択
や
、
簡
易
課
税
制
度
の

選
択
、
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
の

選
択
な
ど
、
税
務
署
に
届
出
を
す
る

こ
と
に
よ
り
適
用
可
能
と
な
る
制
度

が
多
く
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ

ら
の
届
出
書
の
提
出
を
失
念
し
て
多

額
の
納
税
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
り
、

逆
に
消
費
税
等
の
額
の
還
付
を
受
け

ら
れ
な
く
な
っ
た
り
す
る
ト
ラ
ブ
ル

は
後
を
絶
ち
ま
せ
ん
。

　

今
回
は
、
実
務
上
、
特
に
注
意
を

要
す
る
消
費
税
等
の
届
出
関
係
の
留

意
事
項
を
見
て
い
き
ま
す
。

１　
課
税
事
業
者
選
択
届
出
書
・

課
税
事
業
者
選
択
不
適
用
届
出
書

⑴　

課
税
事
業
者
と
免
税
事
業
者

　

消
費
税
の
納
税
義
務
者
は
、
原
則

と
し
て
、
そ
の
課
税
期
間
の
基
準
期

間
（
法
人
は
前
々
期
・
個
人
事
業
者

は
前
々
年
分
）
の
課
税
売
上
高
が
１

千
万
円
を
超
え
る
事
業
者
（
課
税
事

業
者
）
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の

課
税
期
間
の
基
準
期
間
の
課
税
売
上

高
が
１
千
万
円
以
下
の
事
業
者
は
消

費
税
等
の
納
税
義
務
が
免
除
さ
れ
ま

す（
免
税
事
業
者
）。

⑵　

選
択
課
税
事
業
者
と
は

　

免
税
事
業
者
が
「
課
税
事
業
者
選

択
届
出
書
」（
以
下
「
選
択
届
出
書
」）

を
提
出
し
た
場
合
、
そ
の
選
択
届
出

書
を
提
出
し
た
日
の
属
す
る
課
税
期

間
の
翌
課
税
期
間
以
後
は
課
税
事
業

者
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
（
選
択

課
税
事
業
者
）。

　

免
税
事
業
者
は
消
費
税
の
還
付
を

受
け
ら
れ
ま
せ
ん
の
で
、
高
額
な
資

産
を
購
入
す
る
こ
と
な
ど
を
計
画
し

て
い
る
場
合
に
、
そ
の
資
産
の
購
入

等
を
行
う
課
税
期
間
に
合
わ
せ
て
免

税
事
業
者
か
ら
選
択
課
税
事
業
者
と

な
り
、
そ
の
資
産
等
の
課
税
仕
入
れ

に
係
る
消
費
税
等
の
還
付
を
受
け
よ

う
と
す
る
こ
と
は
、
実
務
上
よ
く
見

受
け
ら
れ
る
処
理
で
す
。

　

選
択
課
税
事
業
者
は
、
そ
の
後
、

「
課
税
事
業
者
選
択
不
適
用
届
出

書
」（
以
下「
不
適
用
届
出
書
」）を
提

出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
選
択
課
税
事

業
者
を
や
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、不
適
用
届
出
書
は
、

選
択
課
税
事
業
者
と
な
っ
た
課
税
期

間
の
初
日
か
ら
２
年
を
経
過
す
る
日

の
属
す
る
課
税
期
間
の
初
日
以
後
で

な
け
れ
ば
、
提
出
す
る
こ
と
が
で
き

ま
せ
ん
。【
表
１
】

要注意！ 要注意！ 
消費税の届出書消費税の届出書

表１　選択届出書・不適用届出書の提出
　　　事例・12 月決算法人　R5/6/1 に選択届出書を提出

R７/１/１以後
R８課税期間の不適用届出書の提出が可能

６/１
選択届出書提出

選択課税事業者
課税事業者となった課税期間
の初日（R６/１/１）から２年
を経過する日（R７/12/31）

R５ R６ R７ R８
１/１ １/１ １/１ １/１

12/31 12/31 12/31 12/31



3─ 3月号

以
下
に
な
っ
た
課
税
期
間
に
つ
い
て

は
、
再
び
簡
易
課
税
制
度
を
適
用
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
の
こ
と
を
失
念
し
、
簡
易
課
税

届
出
書
の
提
出
後
、
課
税
売
上
高
が

５
千
万
円
を
超
え
一
般
課
税
を
適
用

し
て
い
た
事
業
者
が
、
基
準
期
間
の

課
税
売
上
高
が
再
び
５
千
万
円
以
下

と
な
っ
た
課
税
期
間
に
つ
い
て
一
般

課
税
に
よ
り
消
費
税
等
の
還
付
を
受

け
た
と
こ
ろ
、
税
務
署
か
ら
簡
易
課

税
届
出
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
指
摘
さ
れ
、
多
額
の
追
徴
課
税
を

受
け
た
事
例
も
発
生
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
経
理
担
当
者
が
交
代
し
た
場

合
な
ど
は
、
こ
の
よ
う
な
ト
ラ
ブ
ル

が
起
き
る
可
能
性
が
あ
る
の
で
、
十

分
な
注
意
が
必
要
で
す
。

３　
ま
と
め

　

消
費
税
等
の
各
種
届
出
は
提
出
の

可
否
を
事
前
に
十
分
検
討
す
る
と
と

も
に
、
い
っ
た
ん
提
出
し
た
届
出
書

は
的
確
に
管
理
す
る
体
制
を
整
え
る

こ
と
が
、
ト
ラ
ブ
ル
の
未
然
防
止
に

有
効
で
す
。

⑶　

選
択
課
税
事
業
者
の
注
意
点

　

選
択
課
税
事
業
者
に
な
り
、
購
入

資
産
等
に
係
る
消
費
税
等
の
還
付
を

受
け
た
と
し
て
も
、
翌
課
税
期
間
も

課
税
事
業
者
と
し
て
継
続
し
て
消
費

税
等
の
納
税
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま

す
の
で
、
課
税
事
業
者
の
選
択
に
当

た
っ
て
は
２
課
税
期
間
の
通
算
で
納

税
額
と
還
付
額
を
比
較
す
る
な
ど
、

慎
重
な
検
討
が
必
要
で
す
。

　

更
に
、
選
択
課
税
事
業
者
に
な
っ

た
課
税
期
間
の
初
日
か
ら
２
年
を
経

過
す
る
日
ま
で
の
間
に
開
始
し
た
各

課
税
期
間
に
お
い
て
、
棚
卸
資
産
以

外
の
資
産
で
税
抜
価
額
が
１
０
０
万

円
以
上
の
資
産
（
以
下
「
調
整
対
象

固
定
資
産
」）
を
課
税
仕
入
れ
し
た

場
合
は
、
そ
の
課
税
仕
入
れ
を
し
た

課
税
期
間
の
初
日
か
ら
原
則
と
し
て

３
年
間
は
、
免
税
事
業
者
に
な
る
こ

と
も
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を
受
け

る
こ
と
も
で
き
ま
せ
ん
。【
表
２
】

　

表
２
の
事
例
に
お
い
て
、
令
和
６

年
５
月
１
日
に
調
整
対
象
固
定
資
産

を
取
得
し
た
場
合
、
令
和
６
年
12
月

期
か
ら
３
年
間
は
免
税
事
業
者
に
戻

れ
ず
、
結
果
と
し
て
令
和
８
年
12
月

期
ま
で
課
税
事
業
者
と
し
て
消
費
税

等
の
納
税
を
継
続
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

２　
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択

届
出
書

⑴　

簡
易
課
税
制
度
と
は

　

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
千

万
円
以
下
の
事
業
者
は
、
課
税
売
上

げ
に
係
る
消
費
税
額
に
、
業
種
区
分

に
応
じ
た
「
み
な
し
仕
入
率
」（
40
％

〜
90
％
）
を
乗
じ
て
仕
入
控
除
税
額

を
算
出
す
る
簡
易
課
税
制
度
を
適
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
る
た
め

に
は
、
原
則
と
し
て
適
用
を
受
け
よ

う
と
す
る
課
税
期
間
が
開
始
す
る
日

の
前
日
ま
で
に
「
消
費
税
簡
易
課
税

制
度
選
択
届
出
書
」（
以
下
「
簡
易
課

税
届
出
書
」）
を
提
出
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
そ
し
て
簡
易
課
税
制
度

を
選
択
し
た
場
合
、
２
年
間
は
継
続

し
て
適
用
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

⑵　

簡
易
課
税
制
度
の
注
意
点

　

簡
易
課
税
届
出
書
を
提
出
し
て
い

る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
基
準
期
間
の

課
税
売
上
高
が
５
千
万
円
を
超
え
る

場
合
に
は
、
そ
の
課
税
期
間
に
つ
い

て
は
簡
易
課
税
制
度
を
適
用
す
る
こ

と
が
で
き
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、
そ
の

場
合
で
も
、
当
初
提
出
し
た
簡
易
課

税
届
出
書
の
効
力
は
失
わ
れ
ず
、
基

準
期
間
の
課
税
売
上
高
が
５
千
万
円

【参考資料】
国税庁
消費税の
届出書等
について

１/１ １/１ １/１ １/１ １/１

表２　調整対象固定資産の取得　
　　　事例・12 月決算法人　R５/６/１に選択届出書を提出　R６/５/１に 200 万円の車両を購入

５/１　200 万円の車両
（調整対象固定資産）購入

選択課税事業者
６/１

選択届出書提出

調整対象固定資産取得による課税事業者期間
（免税事業者不可・簡易課税適用も不可）

R５ R６ R７ R８ R９

12/31 12/31 12/31 12/31 　12/31



3 月号─4

■□□□□
　査察事件の一審判決で、有罪判決の
割合は次のうちどれでしょうか？
①　50％
②　75％
③　100％

【解説】 �
　査察制度は、悪質な脱税者に対して刑事
責任を追及し、それにより多くの人に注意
を促す「一罰百戒」の効果を通じて、適正・
公平な課税の実現と申告納税制度の維持に
資することを目的としています。
　令和5年度においては、特に、消費税事
案や無申告事案、国際事案などを重点事案
として全国で154件の査察調査に着手し、
前年からの継続事案を含め151件を処理
（検察庁への告発の可否を判断）、うち
101件を検察庁に告発しました。告発し

た事案に係る脱税総額は89億円であり、
1件当たりの脱税額は8,800万円でした。
　脱税によって得た不正資金の多くは、現
金や預貯金として留保されていましたが、
脱税者が数千万円規模で費消をしていた事
例もあり、その使途としては、①高級車両
の購入、②有価証券等への投資、③暗号資
産の購入、④競馬や海外カジノ・ネットカ
ジノ等のギャンブル、⑤飲食等の交際費・
遊興費などがみられました。
　また、脱税によって得た不正資金の隠匿
場所は様々でしたが、①天井裏、②階段下
収納、③蔵に置かれた木箱、④銀行の貸金
庫に現金を隠していた事例がありました。
　令和5年度中の一審判決は83件であり、
全てに有罪判決が言い渡され、そのうち9
人に実刑判決が出されました。なお、実刑
判決のうち最も重いものは、査察事件単独
で懲役4年、他の犯罪と併合されたもので
懲役6年でした。
�  正解は、③100％でした。
� （出典：国税庁ホームページ）

税 金 ク イ ズ金 ク イ ズ

　

夫
婦
が
離
婚
し
た
と
き
、
一
方
か

ら
他
方
に
財
産
を
渡
す
こ
と
を
財
産

分
与
と
い
い
ま
す
。
財
産
分
与
が
土

地
や
建
物
な
ど
で
行
わ
れ
た
と
き
は
、

分
与
し
た
人
に
譲
渡
所
得
が
課
税
さ

れ
ま
す
。
例
え
ば
、
夫
婦
が
協
力
に

よ
っ
て
得
た
夫
名
義
の
不
動
産
（
時

価
４
千
万
円
、
購
入
時
２
千
万
円
）

が
あ
り
、
財
産
分
与
の
割
合
は
½
と

し
ま
す
。
夫
は
妻
に
持
分
½
（
時
価

２
千
万
円
）
を
移
転
し
て
財
産
分
与

し
ま
し
た
。
夫
は
購
入
時
の
½
で
あ

る
１
千
万
円
相
当
の
分
与
で
２
千
万

円
の
財
産
分
与
義
務
を
消
滅
さ
せ
て

お
り
、
差
益
１
千
万
円
に
譲
渡
所
得

が
課
税
さ
れ
ま
す
。

　

理
解
し
に
く
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん

が
、
持
分
の
½
（
１
千
万
円
相
当
）

を
２
千
万
円
で
売
却
し
現
金
で
妻
に

分
与
し
よ
う
と
す
る
と
、
売
却
益

１
千
万
円
が
譲
渡
所
得
と
し
て
課
税

さ
れ
ま
す
。
こ
れ
と
同
じ
と
考
え
れ

ば
納
得
で
き
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

離
婚
し
て
土
地
建
物
な
ど

を
渡
し
た
と
き

　事業者がすべての取引について税込経理
方式を選択適用した場合には、課税売上げ
に対する消費税等の額は収益の額に含ま
れ、また、課税仕入れに対する消費税等の
額は仕入金額や経費などの額に含まれます。
　このため、納付すべき消費税等の額は、
租税公課として損金の額に算入しますが、
この場合の損金算入時期は、原則は、その
申告書が提出された日の属する事業年度で
す。例えば、令和7年3月期の法人税・消
費税の申告書を同年5月に提出したら、令
和8年3月期の損金となります。
　しかし、法人が申告期限未到来の納税申
告書に記載すべき消費税等の額を損金経理
により未払金に計上した場合は、その計上
した事業年度の損金の額に算入します。上
記の例では、令和7年3月期において「租
税公課／未払金」とした場合は、同事業年
度の損金の額に算入することになります。
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